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要　旨
　平成20年より実施されている特定健康診査（以下，特定健診）では，標準的な質問票が提示され，
特定保健指導での活用を意図した14の選択項目が示されている．
　本研究の目的は，市区町村において特定健診質問票のより効果的な活用に向け，特定健診の質問票
における14の選択項目の採用状況，および特定保健指導における選択項目の活用状況の実態を明らか
にすることである．
　全国の全市区町村1,741か所の特定健診・特定保健指導業務の主担当者に対し，特定健診・特定保
健指導の実施方法，特定健診における14の選択項目の採用状況，特定保健指導における選択項目の活
用状況に関する自記式の質問紙調査を実施した（平成28年１月）．倫理審査委員会の承認後，調査に
着手し，回答をもって同意を得たとした．
　有効回答は1,006件（57.8％）であった．特定健診における選択項目の採用状況は，各項目間に大き
な違いは見られなかったが，14項目を全て採用している自治体は751件（74.7％）であり，14項目全
てを採用していないは129件（12.8％）みられた．
　特定保健指導では14の選択項目の活用状況に関し項目間に差がみられた．特定健診にて全ての項目
を採用している751件のうち，特定保健指導において，484件（64.4％）が全ての項目を活用していた
が，267件（35.6％）がいずれかの項目を活用していなかった．
　特定保健指導での活用を意図し例示されている，詳細な質問票との整合性や連動も考慮し，特定保
健指導での活用につながる選択項目を開発する研究が必要である．
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Abstract
　Since 2008, specific health checkups (SHC) have been conducted using a standard questionnaire 
comprised of 14 questions, to aid in providing of specific health guidance (SHG).
　The purpose of this study is to clarify the actual conditions of the adoption of the 14 items in the 
SHC questionnaire and their use in providing SHG. This would help facilitate more effective use of 
SHC questionnaires in municipalities nationwide.
　A self-administered questionnaire was completed by persons responsible for SHC and SHG at 
1,741 facilities in municipalities across Japan. The questionnaire was regarding how they conduct 
SHC and provide SHG, their adoption of the 14 items in SHC, and the use of the items when 
providing SHG (January 2016).
　The survey was conducted following approval by the institutional review board, and the return 
of answers was regarded as consent to participate in the study.
　We received 1,006 (57.8%) valid responses. Although there were no large differences in the 
adoption of the 14 items in SHC, 751 (74.7%) facilities adopted all 14 items, whereas 129 (12.8%) 
facilities adopted none of them.
　There were differences in adopting the 14 items while providing SHG. Of the 751 facilities that 
adopted all items in SHC, 484 (64.4%) used them in providing SHG, whereas 267 (35.6%) only used 
some of them. 
　Further, research is necessary to develop items that are going to be encouraged to be used in 
SHG, which are consistent with and linked to a detailed questionnaire that illustrates their 
intended use in providing SHG.
Key Words： specific health checkups, specific health guidance, lifestyle-related diseases, specific 
health checkups questionnaires
Ⅰ．緒 言
　平成20年４月より実施されている特定健康診査
（以下，特定健診）・保健指導は，特定健康診査及
び特定保健指導の実施に関する基準１）にもとづ
き，市区町村を含む医療保険者において，生活習
慣病の予防を意図した保健指導が展開されている．
この保健指導を実施するに当たり，厚生労働省よ
り示された「標準的な健診・保健指導プログラム
【改訂版】」２）（以下，改訂版）が活用されている．
この改訂版において，特定健診を実施する際，標
準的な質問票が提示され，特定健診において必ず
含むべき項目としての７つの必須項目と貧血の既
往に関する１項目，特定保健指導時に活用できる
ことを意図した生活習慣を問う14の選択項目が示
されている２）．すなわち，必須項目以外の質問項
目を特定健診時の問診で採用するか，特定健診後
の特定保健指導において活用するかは，医療保険
者の裁量に任されている．その一方で，特定健
診・保健指導の充実を意図し，国民健康保険中央
会は国保データベース（以下，KDB）の活用を
推進している３）．KDBでは，標準的な質問票を
全国，都道府県，同規模自治体と比較することや，
各自治体において経年的に比較することが可能と
なっている．国民健康保険の被保険者という制約
はあるが，その自治体の住民の保健行動をある程
度，把握できるデータベースである．このように，
その自治体の住民特性に応じた生活習慣病予防の
対策に活用できる環境が整えられてきている．
　以上のように，標準的な質問票を利活用しやす
い環境が整えられてきているが，特定健診・特定
保健指導において，標準的な質問票の選択項目が
どの様に活用されているかといった実態調査はま
だされていない．より住民特性に応じた保健指導
が展開できるよう，この特定健診質問票をより効
果的に利活用するための実態調査が必要と考えた．
　特定健診・保健指導の制度は，特定健診を受け
るだけでなく，必要と判断された保健指導プログ
ラムを活用し，生活習慣の改善を図っていくこと
をねらいとしている２）．生活習慣病の予備軍であ
る対象者に関わる特定保健指導は，特定健診を
きっかけに，対象者の長年の生活習慣に関する健
康課題の気づきを促し，健康的な行動変容の方向
性を自らが導き出せ，継続できるように支援する
ことである２）．特定健診において，生活習慣を問
う質問票を用いることは，利用者自身の保健行動
への気づきを促す，第一歩となると考えられる．
　そこで，特定健診において，どの程度，14の選
択項目が採用されているか，特定健診で聴取した
選択項目の回答をその後の保健指導でどの程度活
用しているか，活用しづらい項目はないか，活用
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しづらい理由を明らかにする必要があると考えた．
　さらに，特定健診の質問票を検討することは，
特定保健指導の対象となるメタボリックシンド
ロームの対象者だけでなく，生活習慣病の発症や
生活習慣病由来の心疾患や脳血管疾患の発症と
いった重症化予防への保健指導にも活用できる資
料を得ることができると考える．
Ⅱ．目 的
　市区町村において，特定健診の問診時の選択項
目の採用状況，および特定保健指導における選択
項目の活用状況の実態を明らかにすることである．
　選択項目の採用状況とは，特定健診の問診票に
おいて，標準的な質問票の14の選択項目を用いる
ことを示す．
　選択項目の活用状況とは，特定健診の問診票に
おいて採用した選択項目を，特定保健指導を実施
する際，活用しているかを示す．
Ⅲ．研 究 方 法
１．プリテストの実施による調査票の作成
　本研究メンバーで作成したオリジナルの調査票
について，特定健診・特定保健指導に関する実務
経験を有する保健師７名（表１）へのプリテスト
を実施した．委託の場合も想定すること，自由回
答欄には例示を示すこと，回答しやすい項目順の
回答欄とする等の意見を聴取し修正を加え，調査
票を作成した．
表１　プリテスト協力者概要
ID 所属部署 職位 勤務年数 従事年度
A
保健衛生と
国保を兼務
係長 23 26
B 保健衛生 主査 18 20-25
C 福祉 係長 28 20-24
D 保健衛生 副総括 8 20-24
E 保健衛生 スタッフ 15 21-25
F 保健衛生 スタッフ 8 20-23
G 福祉 主査 21 20-23
２．研究協力者
　全国の全市区町村1,741か所の国民健康保険担
当課の特定健診・保健指導業務の主担当者１名，
計1,741名とした．特定健診と特定保健指導の担
当部署が複数にまたがる場合，複数の部署で協議
し，特定保健指導の担当部署からの回答とするこ
ととした．
３．調査依頼方法と回収方法
　地方公共団体情報システム機構ホームペー 
ジ４）より，各市区町村の住所を入手し，依頼文
と調査票を郵送した．電子状態の調査票を希望す
る場合は，所属部署名のE-mailより調査票のリク
エストをしていただくように依頼文に記した．
　各自からのE-mail ，あるいはFAXによる提出
によりデータを収集した（平成28年１月）．
４．調査項目
　特定健診および特定保健指導の実施方法，特定
健診での選択項目の採用状況，特定保健指導にお
ける選択項目の活用状況，選択項目を活用してい
ない理由，回答者の所属部署と職名等とした．
５．分析方法
　記述内容に記入漏れがないか確認した後，
FAX番号およびE-mailと収集したデータは切り
離し，分析データとした．数値データに関しては
項目ごとに単純集計し，割合を検討した．テキス
トデータは，内容分析により記述内容の同質性を
判断し，カテゴリを抽出した．
６．倫理的配慮
　調査の目的や方法の説明，調査協力の任意性，
調査票への回答の負担の軽減，個人情報の保護，
情報漏えいへの配慮，データの保管と破棄の方法
等に関し，筆頭著者の所属する大学院研究科の倫
理審査委員会の承認を受け，調査に着手した（承
認番号27-88）．
Ⅳ．結 果
１．回収数と回答者の属性（表２）
　特定健診の実施方法に関し回答があるものを有
表２　研究協力者属性
所属 人 ％
　保健衛生担当部署 665 66.1
　国民健康保険担当部署 251 25.0
　その他 14 1.4
　複数回答 57 5.7
　NA 19 1.9
計 1,006 100.0
職種
　保健師 722 71.8
　事務職 132 13.1
　管理栄養士 61 6.1
　その他 4 0.4
　複数回答 73 7.3
　NA 14 1.4
計 1,006 100.0
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効回答と判断したところ，有効回答数は1,006件
（57.8％）であった．回答者の所属は，保健衛生
担当部署が665件（66.1％）と多数を占め，次い
で国民健康保険担当部署251件（25.0％）であっ
た．職種は，722件（71.8％）が保健師であり，
ついで，事務職132件（13.1％），管理栄養士61件
（6.1％）であった．
２．特定健診および特定保健指導の実施方法（表
３）
　特定健診は，集団健診のみ138件（13.7％），個
別健診のみ118件（11.7％），集団と個別健診の併
用750件（74.6％）と併用が多数を占めていた．
　特定保健指導に関し，動機付け支援，積極的支
援別に，初回，半年後の実施方法について回答を
求めた．動機付け支援に関しては，直営のみでの
実施は約55％，委託のみでの実施は約20％であり，
委託と直営の併用では約25％であった．積極的支
援に関しては，直営のみでの実施は約58％，委託
のみでの実施は約22％であり，委託と直営の併用
では約20％であった．
　動機付け支援，積極的支援とも半数以上が自治
体直営のみで実施されており，一方，委託と直営
の併用も合わせて考えると，約４割の自治体が委
託を活用し，特定保健指導を実施していた．
３．特定健診における選択項目の採用状況
　表４で示したように，特定健診における14項目
の採用の実態として，採用率が一番低かった項目
として，『ほぼ同じ年齢の同性と比較して歩く速
度が速い』は791件（78.6％）であり，一番高い
項目は，『お酒（清酒，焼酎，ビール，洋酒な
ど）を飲む頻度』であり，859件（85.4％）であっ
た．平均816件（81.1％）であり，14項目の採用
率に関しては，各項目間に大きな違いは見られな
かった．
　特定健診の質問票において，選択項目の14項目
を全て採用しているは，751件（74.7％）であり，
約25％の自治体がいずれかの項目を採用していな
かった．さらに14項目全てを採用していない自治
体も129件（12.8％）見られた（図１）．
４．特定保健指導における選択項目の活用状況
　特定保健指導における14の選択項目の活用の実
態として，項目間に特徴がみられた（表４）．項
目間の平均は83.9％であったが，平均以下の項目
として，『ほぼ同じ年齢の同性と比較して歩く速
度が速い』，『この１年間で体重の増減が±３㎏以
上あった』，『睡眠で休養が十分とれている』，『運
動や食生活等の生活習慣を改善してみようと思い
ますか』，『生活習慣の改善について保健指導を受
ける機会があれば利用しますか』の５項目であっ
た．
　特定健診にて14の選択項目の全てを採用してい
表３　特定健診・特定保健指導の実施方法
特定健診 件 ％
　集団方式 138 13.7
　個別方式 118 11.7
　集団と個別の併用 750 74.6
計 1,006 100.0
特定保健指導
　動機づけ支援
　　初回
直営のみ 553 55.0
委託のみ 204 20.3
委託と直営の併用 247 24.6
NA 2 0.2
計 1,006 100.0
　　半年後
直営のみ 547 54.4
委託のみ 202 20.1
委託と直営の併用 247 24.6
NA 10 1.0
計 1,006 100.0
　積極的支援
初回
直営のみ 583 58.0
委託のみ 219 21.8
委託と直営の併用 201 20.0
NA 3 0.3
計 1,006 100.0
　　半年後
直営のみ 582 57.9
委託のみ 222 22.1
委託と直営の併用 194 19.3
NA 8 0.8
計 1,006 100.0
図１　特定健診における選択項目の採用数　（ｎ＝1,006）
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る751件のうち，特定保健指導において，484件
（64.4％）が14項目全てを活用していたが，267件
（35.6％）がいずれかの項目を活用しておらず，
特定健診の質問票で対象者に尋ねているが，その
後の特定保健指導では活用に至っていない実態が
明らかとなった．
５．特定保健指導において選択項目を活用してい
ない理由（表５）
　特定保健指導において選択項目を活用していな
い理由として，「独自の問診票を作成・活用，あ
るいは使用している」と12項目において記述され
ていた．活用状況が平均以下の５項目と全項目を
活用していない理由として，以下の内容を抽出で
きた．
　『ほぼ同じ年齢の同性と比較して歩く速度が速
い』に関しては，「主観的であり人との比較が難
しい」「｢ふつう」と答える人がおり，保健指導に
つなげにくい」「保健指導において活用方法がわ
からない」という理由が挙げられていた．
　『この１年間で体重の増減が±３㎏以上あっ
た』に関しては，「体重増なのか体重減なのかを
再度確認しなければならない」「健診履歴より直
接確認している」「体重測定の習慣の有無の中で
確認している」という理由が抽出された．
　『睡眠で休養が十分とれている』に関しては，
「本人の主観による部分が大きく，保健指導しづ
らい」「食事・運動に関する指導が主であり，睡
眠に関しては優先順位が低くなる」「特定保健指
導からすると活用方法が不確かである」という理
由であった．
　『運動や食生活等の生活習慣を改善してみよう
と思いますか』に関しては，「本人の希望によら
ず階層化で対象になった人は保健指導の対象とし
ている」「健診から保健指導まで日にちが経過し
対象者の考えが変化する」「運動，食生活のどち
らを改善したいのか不確かであり活用しづらい」
という意見であった．
　『生活習慣の改善について保健指導を受ける機
会があれば，利用しますか』に関しては，「階層
化により対象者となった人は保健指導の対象者と
している」「健診時から保健指導時までに日数が
あり変化している」といった上記と同様の意見が
見られた．さらに，「健診時の問診票の情報が保
健指導者に流れない体制」といった体制上の理由
も抽出できた．
　全項目を活用していない理由として，「保健指
導中に把握」「独自の問診票を作成・活用」と
いった直接は活用していないが，保健指導の中で
さらに詳細に確認していると捉えられる理由が把
握できた．その一方で，「健診時の問診票の情報
が保健指導者に流れない体制」「委託しており詳
細は未把握」といった体制上の理由があることが
明らかとなった．
表４　特定健診・特定保健指導における選択項目の活用状況
選択項目
特定健診
にて採用
特定保健指導
にて活用
件 ％ 件 ％
20歳の時の体重から10㎏以上増加している 823 81.8 706 85.8
１回30分以上の汗をかく運動を週２日以上、１年以上実施 819 81.4 707 86.3
日常生活において歩行又は同等の身体活動を１日１時間以上実施 810 80.5 684 84.4
ほぼ同じ年齢の同性と比較して歩く速度が速い 791 78.6 588 74.3
この１年間で体重の増減が±３㎏以上あった 813 80.8 677 83.3
人と比較して食べる速度が速い 806 80.1 684 84.9
就寝前の２時間以内に夕食をとることが週に３回以上ある 814 80.9 714 87.7
夕食後に間食（３食以外の夜食）をとることが週に３回以上ある 813 80.8 710 87.3
朝食を抜くことが週に３回以上ある 814 80.9 698 85.7
お酒（清酒、焼酎、ビール、洋酒など）を飲む頻度 859 85.4 779 90.7
飲酒日の１日当たりの飲酒量 846 84.1 766 90.5
睡眠で休養が十分とれている 814 80.9 654 80.3
運動や食生活等の生活習慣を改善してみようと思いますか 806 80.1 659 81.8
生活習慣の改善について保健指導を受ける機会があれば利用しますか 796 79.1 570 71.6
＊特定健診にて採用している割合は、分母を全数（1,006件）とし算出した。
＊特定保健指導にて活用している割合は、特定健診にて採用してる項目ごとの件数を分母とした。
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況の実態を明らかにした．
１．特定健診における選択項目の採用状況
　特定健診の質問票における14の選択項目の採用
状況に関し，各項目間に大きな違いは見られな
表５　特定保健指導にて特定健診の質問項目を活用していない理由
選択項目 活用していない理由 記述数
20歳の時の体重から10㎏
以上増加している
・健診時の問診票の情報が保健指導者に流れない体制
・保健指導の中で場面に合わせより詳細に聞いている
・独自の問診票を作成・活用している
5
１回30分以上の汗をかく
運動を週２日以上、１年
以上実施
・運動に対する考えに個人差があり活用しづらい
・保健指導の中で場面に合わせより詳細に聞いている
・運動している内容を詳しく把握することが必要
・独自の問診票を活用している
17
日常生活において歩行又
は同等の身体活動を１日
１時間以上実施
・身体活動に対する考えに個人差があり活用しづらい
・保健指導の際に再度聞き取りをしている
・独自の問診票を作成・活用している
24
ほぼ同じ年齢の同性と比
較して歩く速度が速い
・主観的であり人との比較が難しい
・「ふつう」と答える人がおり、保健指導につなげにくい
・保健指導において活用方法がわからない
・独自の問診票を活用している
73
この１年間で体重の増減
が±３㎏以上あった
・体重増なのか体重減なのかを再度確認しなければならない
・健診履歴より直接確認している
・体重測定の習慣の有無の中で確認している
・独自の問診票を活用している
17
人と比較して食べる速度
が速い
・人との比較が難しいため具体に時間を聞いている
・保健指導の中で場面に合わせより詳細に聞いている
・独自の問診票を作成・活用している
20
就寝前の２時間以内に夕
食をとることが週に３回
以上ある
・週３回の根拠が明確でなく保健指導の中で活用しづらい
・間食全体について、時刻とともに聞いている
・生活リズム全体を聞いているので活用していない
・独自の問診票を活用している
10
夕食後に間食（３食以外
の夜食）をとることが週
に３回以上ある
・週３回の根拠が明確でなく保健指導の中で活用しづらい
・昼間の間食もあわせて「間食をしているか否か」という聞き方をしている
・間食全体について、時刻とともに聞いている
・独自の問診票を活用している
9
朝食を抜くことが週に３
回以上ある
・週３回の根拠が明確でなく保健指導の中で活用しづらい
・保健指導の際に詳細に聞き取りをしている
・独自の問診票を作成・活用している
8
お酒（清酒、焼酎、ビー
ル、洋酒など）を飲む頻
度
・実際の保健指導場面ではより具体的な内容が必要
・保健指導の際に再度聞き取りをしている
・独自の問診票を使用している
4
飲酒日の１日当たりの飲
酒量
・より具体的な内容を聞き取る必要がある
・独自の問診票を活用している
・精神疾患がある時や不規則な生活をしている時のみ活用
5
睡眠で休養が十分とれて
いる
・本人の主観による部分が大きく、保健指導しづらい
・特定保健指導からすると活用方法が不確かである
・食事・運動に関する指導が主であり、睡眠に関しては優先順位が低くなる
・独自の問診票を活用している
19
運動や食生活等の生活習
慣を改善してみようと思
いますか
・本人の希望によらず階層化で対象になった人は保健指導の対象としている
・健診から保健指導まで日にちが経過し対象者の考えが変化する
・運動、食生活のどちらを改善したいのか不確かであり活用しづらい
62
生活習慣の改善について
保健指導を受ける機会が
あれば、利用しますか
・階層化により対象者となった人は保健指導の対象者としている
・健診時から保健指導時までに日数があり変化している
・健診時の問診票の情報が保健指導者に流れない体制
134
全項目を活用していない
・保健指導中に把握
・独自の問診票を作成・活用
・健診時の問診票の情報が保健指導者に流れない体制
・委託しており詳細は未把握
152
Ⅴ．考 察
　本研究では，市区町村にて実施されている特定
健診の質問票において，14の選択項目の採用状況
および，特定保健指導における選択項目の活用状
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かった．しかし，選択項目の14項目を全て採用し
ているは，751件（74.7％）であり，約25％の自
治体がいずれかの項目を採用しておらず，さらに
14項目全てを採用していない自治体も129件
（12.8％）みられた．
　特定健診における質問票の質問項目の回答は，
必須項目も含め，いずれも保健指導の際の重要な
情報となるとされている２）．特定健診の質問項目
に生活習慣を尋ねる項目が設定されていないこと
は，特定健診をきっかけに，長年の生活習慣に関
する健康課題に気づき，健康的な行動変容の方向
性を自らが導き出していく機会を逃すことにつな
がる可能性が考えられる．対象者自身が長年の生
活習慣を捉えるには，特定健診の質問票を活用し，
多様な側面から生活習慣を見直すことができる問
いかけとなる,特定健診の問診票となることが必
要である．また,全ての医療保険者にて,全ての選
択項目が特定健診の問診票に採用されるようにし
ていくことが必要である．
２．特定保健指導における選択項目の活用状況が
平均以下の項目　
　特定保健指導における活用状況が平均以下の項
目として，５項目が明らかとなった．
　『ほぼ同じ年齢の同性と比較して歩く速度が速
い』と『睡眠で休養が十分とれている』に関して
は，「本人の主観による部分が大きく，保健指導
しづらい」ことや「保健指導における活用方法が
わからない」という理由を抽出できた．改訂版の
標準的な質問票の解説文２）では，歩く速度に関し，
対象者の体力や身体活動の強度を評価すると説明
されている．運動あるいは身体活動に関しては他
の質問項目で，１週間あたりの運動回数や１日の
身体活動時間を尋ねており，歩く速度だけの質問
項目単独で，保健指導を実施しているとは想定し
づらいが，本人の主観によらない項目へ工夫して
いく必要があると考える．
　『睡眠で休養が十分とれている』に関しては，
改訂版の標準的な質問票の解説文２）では，睡眠
の「量」と「質」に着目することと説明されてい
る．本人の主観によらない表現に工夫していくこ
とや特定保健指導における活用方法に関して，現
行の解説文に加筆・修正していくなど，工夫が必
要ではないかと考える．
　『この１年間で体重の増減が±３㎏以上あっ
た』に関しては，「体重増なのか体重減なのかを
再度確認しなければならない」，「健診履歴より直
接確認している」という未活用理由から明らかな
ように，体重の増減を別立てで尋ねたほうがよい
と考えられる．
　『運動や食生活等の生活習慣を改善してみよう
と思いますか』や『生活習慣の改善について保健
指導を受ける機会があれば，利用しますか』に関
しては，「本人の希望によらず階層化で対象に
なった人は保健指導の対象としている」，「健診か
ら保健指導まで日にちが経過し対象者の考えが変
化する」という理由を抽出できた．現行の特定保
健指導の対象者の選定のルールでは，対象者の希
望によらず，特定保健指導の対象者が判定されて
いる．特定健診は健診を受診するだけでなく，必
要と判定されたら，積極的に保健指導を活用し，
自分自身の生活習慣を見直す好機である，特定保
健指導を活用してほしいという趣旨が伝わる内容
へと，質問項目を工夫していく必要がある．
３．特定保健指導において全選択項目を未活用と
いう回答から考えられる課題
　特定保健指導を実施する際，特定健診の選択項
目を全て活用していない実態が明らかとなった．
全項目を活用していない理由として，「保健指導
中に把握」，保健指導を実施する際，「独自の問診
票を作成・活用」という回答が見られた．
　改訂版において，特定保健指導の動機付け支援
や積極的支援に必要な，詳細な質問票の項目が示
されている２）．的確な保健指導を実施するには，
どのような生活習慣の改善が必要なのかアセスメ
ントすることが必要であり，対象者の生活習慣お
よび行動変容ステージを把握できるように詳細な
質問票が例示されている．特定健診における選択
項目と特定保健指導における詳細な質問票の整合
性を考慮しつつ，特定健診で尋ねるべきことと，
その後の特定保健指導で尋ねるべきこととの順序
性も考慮し，特定健診の質問項目を検討すべきと
考える．
　また，「健診時の問診票の情報が保健指導者に
流れない体制」，「委託しており詳細は未把握」と
いった体制上の理由が明らかとなった．特定健
診・特定保健指導は，高齢者の医療の確保に関す
る法律にて，医療保険者に義務付けられている制
度である．医療保険者である自治体が，特定健
診・特定保健指導を効果的・効率的に実施してい
くには，特定健診で把握した対象者の情報を確実
に，特定保健指導において活用できる体制として
いくことは，医療保険者である自治体の責務では
ないかと考える．
４．本研究の限界と今後の課題
　本調査において，「本人の主観による部分が大
きく，保健指導しづらい」「保健指導における活
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用方法がわからない」等の理由から，他の項目と
比較し，保健指導における活用状況が低い項目が
明らかとなった．現在，健診・保健指導の研修ガ
イドライン（改訂版）５）をもとに，保健指導従
事者の保健指導スキルの向上を意図した研修が，
都道府県等で展開されている．上記の理由から活
用しづらいのは，保健指導における選択項目の的
確な活用方法が十分に理解されていない可能性も
考えられ，保健指導従事者の研修等において，さ
らなる工夫が必要と考える．
　本調査は，平成28年１月に実施したものである．
平成26年度より始まっている「データヘルス計
画」６）において，特定健診・特定保健指導のさ
らなる充実が図られていると考えられる．よって，
例えば，特定保健指導の委託においても，調査時
点よりも保険者機能を発揮し，工夫が加えられ，
質の保証が図られていることが想定される．今後，
最新の研究知見を取り入れることは当然のことな
がら，自治体の状況を鑑み，特定健診の質問項目
の検討が必要である．そして，特定保健指導にお
いて対象者の保健行動を把握する際，どのような
困難感を持ち，実際，どのような問診票を用いて
いるかに関しても，具体的かつ詳細に明らかにし，
その上で特定健診質問票の項目を検討していく研
究が必要と考える．
Ⅵ．結 論
　本研究では，市区町村にて実施されている特定
健診の質問票において，14の選択項目の採用状況
および，特定健診後の特定保健指導における選択
項目の活用状況の実態を全国の市区町村への実態
調査より明らかにした．
　特定健診における選択項目の採用状況は，平均
816件（81.1％）であり，各項目間に大きな違い
は見られなかったが，14項目を全て採用している
自治体は751件（74.7％）であり，14項目全てを
採用していない自治体が129件（12.8％）みられ
た．特定保健指導では14の選択項目の活用状況に
関し項目間に差がみられた．項目間の活用状況の
平均は83.9％であったが，平均以下の項目として
５項目が明らかとなった．特定健診にて全ての項
目を採用している751件のうち，特定保健指導に
おいて484件（64.4％）が全ての項目を活用して
いたが，267件（35.6％）がいずれかの項目を活
用していなかった．
　今後，全保険者にて全項目の採用につながり，
また特定保健指導での活用を意図し例示されてい
る，詳細な質問票との整合性や連動も考慮した特
定健診の質問票の開発が必要である．そして，さ
らに効果的・効率的な特定保健指導となるための，
特定健診の質問票を開発する研究が必要と考える．
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